障害者自立支援法案の慎重審議を求める意見書
我が国は、国際的なノーマライゼーションの潮流の中、障害のある方が障害のない方と同様に、共に暮らしていける社会を目指している。しかし、国は昨年１０月に「今後の障害者保健福祉施策について－改革のグランドデザイン案」を提出し、今年２月に、障害者の地域生活と就労を進め自立を支援する観点から、障害の種別を超えた福祉サービスの一元化や、現行の福祉施策の体系を大幅に見直す「障害者自立支援法案」を今国会に提出し、現在審議を進めている。しかし、この法案には、「障害者のほとんどが障害基礎年金に頼って生活している状況下で、応益負担による負担増には耐えられない」、「移動支援が介護給付から、自治体が行う地域生活支援事業に移行するため外出に制限がかかる」、「新障害者区分が介護保険の要介護認定を基準とするため、重度障害者が切り捨てられる可能性がある」など多くの問題がある。
よって国におかれては、法案の審議に当たり、特に障害のある方や関係者の意見を十分な時間をかけて聞き、その声が反映されるよう慎重に審議することを強く要請する。
以上、地方自治法第９９条の規定により意見を提出する。
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